
1 福祉医療費助成事業 308,837,851 220,000,000

2 乳幼児等医療費助成事業 151,437,549 151,437,549

3 島根県立島根県民会館管理運営事業 176,162,000 123,000,000

4 島根県芸術文化センター管理運営事業 261,919,000 195,000,000

5 原子力立地給付金交付事業補助金 82,124,629 82,124,629

980,481,029 771,562,178計

令和２年度　島根県電源立地地域対策交付金　実績一覧（県直接事業）

事　業　名 事業費（円） 交付金（円）



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和２年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に
要した経費

308,837,851 220,000,0001 地域活性化措置 福祉医療費助成事業 島根県

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名
交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和２年度）
措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 福祉医療費助成事業

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県
交付金事業実施場所 県内全域

交付金事業の概要

・重度心身障がい児・者及びひとり親家庭においては、医療費が経済的に負担となる場合が
多いことから当該事業において対象者に医療費を助成することで、対象者の健康維持と生活
の安定を図ります。
・県としては、その支援体制を整えることが役割であり、経済的負担を軽減するため、市町
村と連携して医療費助成制度を設けるとともに、安定的に制度運用が行われるよう助成のた
めの財源を一部負担します。
・また、当該事業は、国の自立支援医療制度と同様に、身体障害者を対象として日常生活能
力、社会生活能力、または職業能力を回復または向上、もしくは獲得させることを目的のひ
とつとしており、事業実施により障害者実雇用率上昇への寄与が期待されます。

［実施主体］　県内全市町村（19市町村） ［間接交付事業費内訳］　

［補 助 率］　１／２

［助成内容］

松 江 市 205,949,000 88,127,103

浜 田 市 64,472,000 27,108,904

出 雲 市 192,172,000 79,622,207

益 田 市 54,791,000 20,761,391

大 田 市 39,722,000 18,242,995

安 来 市 28,782,000 13,784,468

江 津 市 29,416,000 13,890,550

雲 南 市 33,612,000 15,245,621

奥 出 雲 町 12,596,000 5,658,633

飯 南 町 7,100,000 3,050,714

川 本 町 7,053,000 2,132,691

※１医療機関あたり 美 郷 町 6,308,000 2,744,170

邑 南 町 10,667,000 4,587,534

津 和 野 町 8,257,000 3,576,131

吉 賀 町 5,332,000 2,200,596

海 士 町 2,256,000 1,276,592

西 ノ 島 町 4,000,000 1,087,253

知 夫 村 300,000 0

［助成方法］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　隠 岐 の 島 町 13,368,000 5,740,298

計 726,153,000 308,837,851

［交付金対象部分及び事業費］ (現物給付・償還払)7～11月精算分 円

原則現物給付（対象者は、医療機関の窓口で自己負担分のみ支払えばよい。）とし、場合に
よっては償還方式による。

308,837,851

ひとり親
家庭

1,000

重複重度
障害者

身障手帳3、4級でIQ50以下また精

神2級

精神2級でIQ50以下
176

18歳未満又は20歳未満の高校３学

年終了までの児童等を養育する配

偶者のない者及び当該児童

所得税
非課税世帯 8,150

重度精神
障害者

精神手帳1級 876

総医療費
の１割

20,000

寝たきり
者 2,000

6,000

重度身体
障害者

身障手帳1、2級 5,129 低所得者 2,000 1,000

重度知的
障害者

療育手帳Ａ
（IQ35以下）

20歳以上の
本人につい
ては、特別
障害者手当
の所得制限

を準用

1,902

8,329

下記以外

65歳以上で3ヶ月
以上臥床 6

20歳未満の
障害児・者

対象者 所得制限

対象者（人）

対象者
一部負担額
（月額）

限度額（円）

後期高齢者
医療対象者

以外

後期高齢者
医療対象者

入院 入院外

市町村名 通年分 交付金対象事業費
（左記の5か月分）

社会保険各法（国民健康保険法等）又は社会保険各法以外の法令（障害者総合支援法等）の
医療を受けた場合に発生する自己負担額から表の一部負担額（限度額あり）を控除した額を
助成する。



交付金事業に関係する都道府
県又は市町村の主要政策・施
策とその目標

島根創生計画　（2020～2024年度）
３ 人材の確保・育成
（１）多様な就業の支援
若者、女性、高齢者、障がい者などへの魅力ある情報発信や就業機会の提供などにより、それぞれの能力や経験など
を活かせる県内就業を促進します。
【現状と課題】
　生産年齢人口が減少傾向にある中、有効求人倍率は全国平均を上回る水準で推移しており、県内企業等では人材を
確保することが経営上の重要な課題となっています。
　県内企業等が求める人材の確保には、若者をはじめとする県内外の幅広い人材に県内就職を選択してもらうことが
必要です。
　そのためには、働きやすく、習得した知識・技術を活かし、さらにその能力を高めていける、魅力ある職場が島根
にあることを理解してもらうことが重要です。
　こうしたことから、高校生や県内外に進学した学生をはじめとする若者に、島根で働く魅力や意義について考え、
県内企業等への就職意識を高めてもらうための情報や機会をきめ細かに提供していくことが大切です。
　また、女性、高齢者、障がい者など多様な人材が個々の能力を発揮できるよう、一人ひとりの事情に応じた多様で
柔軟な働き方が選択できる職場を増やし、本人の希望に応じた就労を促進していくことが必要です。
　さらに、大都市圏をはじめとする県外から即戦力となる人材を確保することにも目を向けることが必要です。
【取組の方向】
①　若者の県内就職の促進
　高校生や県内外に進学した学生に、県内企業等やそこで働く人に触れる機会などをふるさと島根定住財団等と連携
して提供し、島根で働く魅力を伝え、県内就職を促進します。
②　多様な人材の活躍促進
　女性、高齢者、障がい者などが、それぞれの個性や多様性を尊重され経験や能力を活かし、県内企業等で活躍でき
るようきめ細かな支援を行います。
　外国人を雇用する事業者等に対して、適正な雇用を推進するための取組を支援します。

令和２年度 事業終了（予定）年度 令和２年度事業開始年度

事業期間の設定理由



障がい者で
ある労働者数
————————————

労働者数

2.59

2.50

103.6

評価年度 令和３年度

成果実績

目標値

交付金事業の成果目標及び成
果実績

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

　市町村と連携し、受診が必要な際に医療機関を利用でき、またその際の負担を軽減する医
療費助成制度を継続しています。
　制度利用により、身体障がい者等を対象として日常生活能力、社会生活能力及び職業能力
の回復・向上等に継続的に寄与しており、令和２年度も障害者実雇用率2.00以上の水準を維
持できました（R2：島根県2.59、全国平均2.15）。
　今後も継続して利用されるよう制度周知を図るとともに、より対象者にとって利用しやす
い制度の構築を目指します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果目標 成果指標

達成度

％

％

％

単位

障害者
実雇用率の
全国平均
を上回る



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

健康福祉部障がい福祉課

健康福祉部障がい福祉課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

福祉医療費助成事業の助成 補助 県内各市町村 308,837,851

220,000,000

220,000,000

200,000,000

交付金事業の成果目標及び成
果実績

無

19 19 19

19

団体数

団体数

％

311,214,203 323,236,790

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等

令和２年度令和元年度

19 19

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 備　考

達成度

評価に係る第三者機関等の活用の有無

交付金事業の活動指標及び活
動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成３０年度単位
活動実績

活動見込

308,837,851

200,000,000

221,000,000

221,000,000

活動指標

100 100 100

福祉医療費助成制度を実
施している市町村数



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和２年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に要した経
費

151,437,549 151,437,5491 地域活性化措置 乳幼児等医療費助成事業 島根県

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名
交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和二年度）

交付金事業の概要

・乳幼児等の医療費を助成することにより、乳幼児等の疾病の早期発見をするとともに、子育てに伴う保護者の経済的負担の軽減を図り、乳幼児等の
健全な育成、早期治療を促進及び安心して子どもを生み育てることができる環境づくりを推進します。
・県としては、その支援体制を整えることが役割であり、経済的負担を軽減するため、市町村と連携して医療費助成制度を設けるとともに、安定的に
制度運用が行われるよう助成のための財源を一部負担します。
・また、医療費の高額化に伴い、子どもにかかる医療費は生活費を圧迫する傾向にあり、「子どもを生み育てない選択」をする一因ともなっていま
す。当該事業を通じて、現在の子育て世帯、あるいは今後子どもを生み育てたいと考えている県民の子ども医療にかかる経済的負担感が軽減され、合
計特殊出生率上昇への寄与が期待されます。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 乳幼児等医療費助成事業

番号

1

交付金事業実施場所 県内全市町村（19市町村）
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県



交付金事業に関係する都道府県又は
市町村の主要政策・施策とその目標

島根創生計画　（令和２年度から令和６年度）
　政策Ⅱ「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」
　　　１．結婚・出産・子育てへの支援
　　　○子育て世帯などの経済的負担を軽減するため、子どもの医療費への助成を拡充します。

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

市町村と連携し、受診が必要な際に医療機関を利用でき、またその際の負担を軽減する医療費助成制度を継続しています。
令和2年度の合計特殊出生率は1.69（全国2位）となり、前年度に引き続き全国平均を上回ることが出来ました。今後も、乳幼児等への医療費助成を続け
ていくことにより、合計特殊出生率が全国平均を上回り、可能な限り高水準の維持されるよう目指す所存です。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び活動実績

活動指標 単位

医療費助成制度を実施している市町
村数

活動実績 団体数

活動見込 団体数

達成度 ％

令和３年度

合計特殊出生率の全
国平均を上回る1.78

合計特殊出生率

成果実績 ％ 1.69

目標値 ％ 1.78

達成度 ％ 94.9

令和２年度令和元年度

19 19

平成３０年度

交付金事業の成果目標及び成果実績

成果目標 成果指標

100 100 100

19 19 19

19

単位 評価年度



乳幼児医療費助成事業の助成 補助 県内各市町村 151,437,549

交付金事業の担当課室 島根県健康福祉部健康推進課

交付金事業の評価課室 島根県健康福祉部健康推進課

うち経済産業省分 139,306,000 161,764,000 151,437,549

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 139,306,000 161,764,000 151,437,549

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 平成30年度 令和元年度 令和２年度 備考

総事業費 222,225,666 213,590,960 151,437,549

交付金事業の契約の概要



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和2年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
Ⅱ．事業評価個表（令和2年度）

交付金事業に要
した経費

176,162,000 123,000,0001

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

島根県立島根県民会館管理運営事業 島根県

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名

事業名 交付金事業の名称

島根県立島根県民会館管理運営事業 島根県立島根県民会館管理運営事業

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県

交付金事業の概要

島根県民会館の指定管理料（文化事業の企画及び実施、有料施設の利用許可、利用料金の
設定、収受、会館の総合案内、利用促進、施設等の維持管理に関する業務）９ヶ月分。
指定管理者による管理運営により、県民の文化の向上と福祉の推進に寄与するために本交
付金を活用します。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
　島根創生計画（令和2年度から令和6年度）
　　　Ⅵ－2－(2)　文化芸術の振興
　　　目的　広く県民が文化・芸術を鑑賞し、参加し、創造しながら、生き生きと
　　　　　　心豊かに暮らせる地域をつくります。
【目標】
　大ホール・中ホールの利用者数　170千人以上

交付金事業実施場所 島根県松江市殿町



大ホール・
中ホールの
利用者数

34,542
170,000
20.3%

評価年度 令和3年度
成果実績
目標値

人 174,425
目標値 人 450,000
達成度 % 38.8%

成果指標

令和2年度 事業終了（予定）年度 令和2年度事業開始年度

成果目標 成果指標
事業期間の設定理由

達成度

人
人
%

単位 評価年度 令和3年度

入館者数
45万人

入館者数
成果実績

交付金事業の成果目標
及び成果実績

単位

利用者数
17万人

成果目標



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

環境生活部文化国際課文化振興室

環境生活部文化国際課文化振興室

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
指定管理 随意契約 (公財)島根文化振興財団 176,162,000

123,000,000

123,000,000

100,000,000

100,000,000

112,000,000

112,000,000

152,222,000 166,108,000 176,162,000

110.0 104.4 120.9
事業実施件数

55 47 52
50 45 43

平成30年度 令和元年度 令和2年度 備　考

達成度

活動指標
件
件
%

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和2年度令和元年度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成30年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
事業報告書の提出を毎事業年度終了後2ヶ月以内としているため。

　多様なジャンルの公演を実施し、舞台技術者人材育成等の文化芸術活動支援にも積極的
に取り組むこととしていましたが、年度当初からの新型コロナウイルス感染症拡大により
多くのイベント等が中止や延期されました。また、ホール等の利用者数も大きく落ち込む
こととなりました。
　今後は、感染症対策を十分に行いながら、他ホールとも連携して島根の魅力をアピール
する事業に取り組むほか、障がいの有る方が舞台に親しむことのできる機会を提供するな
ど、社会包摂機能の強化にも引き続き取り組んでまいります。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無



別紙

Ⅰ．事業評価総括表（令和２年度）
（単位：円）

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業者名又は
間接交付金事業者名措置名

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

番号

1

交付金事業の名称

島根県芸術文化センター
管理運営事業

195,000,000261,919,000島根県

交付金充当額
交付金事業に要した
経費

備考



Ⅱ．事業評価個表（令和２年度）
（単位：円）

令和２年度

交付金事業の概要
島根県芸術文化センターの円滑な管理運営を行い、多様で質の高い芸術文化の鑑賞機会の提供、次世代の育成等
を行うため、本交付金を活用して、施設の管理に関する業務、文化事業の企画及び実施に関する業務等を、指定
管理者に委託します。その指定管理料9か月分（7月～翌年3月）を支払います。

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

【主要政策・施策】
　島根創生計画（令和２年度から令和６年度）
　　施策　Ⅵ－２－(２) 文化芸術の振興
　　　目的　広く県民が文化芸術を鑑賞し、参加し、創造しながら、生き生きと
　　　　　　心豊かに暮らせる地域をつくります。
【目標】
　島根県芸術文化センター年間入館者数　35万人（令和２年度）

評価年度の設定理由

島根県益田市有明町

事業期間の設定理由

無

令和２年度

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 評価年度 令和３年度

入館者数
35万人

入館者数

達成度

事業報告書の提出を毎事業年度終了後2ヶ月以内としているため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県

交付金事業実施場所

事業終了（予定）年度

　令和２年度は新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、多くの事業を中止または延期とせざるを得ません
でしたが、一方で配信やリモート等を活用した新しい取組の普及が急速に進みました。
　今後も利用者の安心・安全の確保に努めながら、引き続き質の高い芸術文化の鑑賞機会の提供、次世代育成、
創造性の高い事業等の実施を図ります。

155,515人

目標値 350,000人

評価に係る第三者機関等の活用の有無

44.4%

事業開始年度

番号

1

事業名

島根県芸術文化センター管理運営事業

交付金事業の名称

島根県芸術文化センター管理運営事業

成果実績



（備考）

（５） 事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。

（７） 評価年度及び評価年度の設定理由の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ記載すること。

       なお、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該機関等による評価実施時期も考

　 　　慮すること。

（８） 成果実績の欄は、評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし、評価年度が到来していない

　 　　場合は、成果実績の欄は空欄とし、評価年度に別途、報告を行うこと。

       なお、成果実績を別途報告する際に、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合には、当該機関等による評

 　　　価についても、併せて報告を行うこと。

（９） 交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄は、上記（６）の定量的評価が困難な場合における定性的な成果及び評

 　　　価の記載のほか、成果実績が目標値に達しない場合の要因分析及び次年度に向けた改善点並びに評価に第三者機関

　 　　等を活用した場合には当該機関等の評価を記載すること。

（６） 成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する都道府県又は市町村の主要政策・施策とその目標を踏まえて

　　　 定量的に記載すること。当該事業の定量的評価が困難な場合には、成果目標の欄に、定性的な目標を、交付金事業

　　 　の定性的な成果及び評価等の欄に、定性的な成果及び評価を記載すること。

指定管理 随意契約（公募） （公財）しまね文化振興財団

（１） 事業ごとに作成すること。

（２） 番号の欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

（３） 交付金事業の概要の欄は、事業内容、必要性、期待される効果等を記載すること。

（４） 交付金事業に関係する都道府県又は市町村の主要政策・施策とその目標の欄は、当該事業が関連づけられている当

　　 　該都道府県又は市町村の上位政策・施策とその目標を記載すること。

交付金事業の評価課室 環境生活部文化国際課文化振興室

交付金事業の担当課室 環境生活部文化国際課文化振興室

261,919,000円

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

平成30年度 令和元年度 令和２年度 備考

227,862,000 220,973,000 261,919,000

24

51 52 33
交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標

事業実施件数

％

平成30年度

55

107.8 72.7

195,000,000

51

うち経済産業省分

うち文部科学省分

交付金充当額 160,000,000 175,000,000

160,000,000 175,000,000 195,000,000

交付金事業の契約の概要

令和２年度単位

活動見込 件

総事業費

交付金事業の総事業費等

達成度

活動実績 件

令和元年度

98.1



（10） 評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、第三者機関等

 　　　の名称及び構成員等を記載すること。

（11） 交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載すること。

（12） 交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（13） 交付金事業の担当課室の欄は事業を実施した課室を、交付金事業の評価課室の欄は事業評価を実施した課室の名称

 　　　を記載すること。事業実施課室と評価実施課室が同一でも差支えない。



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和２年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備　考

1
給付金交
付助成措

置

原子力立地給付金交付事業
補助金

島根県 82,124,629 82,124,629

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要
した経費

交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和２年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

主要政策・施策：
島根創生計画（令和２年度～令和６年度）
　人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根
　　第３編．安全安心な県土づくり
　　　Ⅷ－１－（４）　原子力安全・防災対策の充実・強化

施策：島根原子力発電所の周辺地域住民の安全確保を最優先に、安全・防災対策に取り組
みます。

事業開始年度 令和２年度 事業終了（予定）年度 令和２年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県
交付金事業実施場所 松江市鹿島町

交付金事業の概要
原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解を促進するため、小売電気事
業者等から電気の供給を受けている一般家庭、工場等に対して給付金を交付。

番号 措置名 交付金事業の名称

1 給付金交付助成措置 原子力立地給付金交付事業補助金



交付金事業の担当課室 島根県地域振興部地域政策課

交付金事業の評価課室 島根県地域振興部地域政策課（松江市政策部政策企画課）

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
給付金の交付 補助 一般財団法人電源地域振興センター 82,124,629

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 91,565,412 84,404,384 82,124,629

うち文部科学省分

総事業費 91,565,412 84,404,384 82,124,629

うち経済産業省分 91,565,412 84,404,384 82,124,629

83,023,116 80,725,638
活動見込 円 97,211,136

交付金事業の総事業費
等

平成30年度 令和元年度 令和２年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 平成30年度 令和元年度

96,883,908

評価年度の設定理由
事業実施翌年度に評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価等

給付金交付による実質的な電気料金割引措置を実施しました。次年度についても原子力発
電所の立地に対する地域住民・地元企業の理解促進を図り、原子力・防災対策に関する県
民の意識の啓発、地域を守る自主的な取組み等につなげます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

92,901,228
達成度 % 91.0 85.7 86.9

令和２年度

給付金の交付額
活動実績 円 88,468,998

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和３年度
給付金交付によ
り実質的な電気
料金割引措置を
実施。

成果実績
目標値
達成度


